
1． 経済学的観点から見た労働市場政策の意義

スウェーデンの社会保障政策の基礎となってき

た理念は「ワーク・プリンシプル（Arbetslinje）」

という考え方である。政策議論で盛んに聞かれる

言葉であるが、明確な定義がなされる機会は稀で

ある。スウェーデン政府は社会保険制度の改革を

目的として2004年に社会保険調査委員会を設立

し た 際 、 包 括 的 な 定 義 を 行 っ て い る

（Socialf・rs・kringsutredningen,2005）。そこでは

「就労が可能で自分で生計を立てたり、社会のた

めに貢献できる者には、その可能性がきちんと与

えられる」とともに「全ての人は自分の就労能力

を生かしたり、それを発展させながら、必要であ

れば職や居住地を変えて就労の努力をする義務が

ある」とした上で、政府として「現金の支払いよ

りも、就労支援や教育・訓練といった積極的な措

置を優先する」ことだとされている。

ワーク・プリンシプルは、このように自らの能

力を生かして就労したり、必要に応じて社会から

サポートを受ける権利を意味すると同時に、就労

や能力発展を通じた自活の義務を含むものであ

る1）。政策議論では論者により重きの置き方が異

なるものの、主要政党の全てがこの理念の重要性

を認めている。この理念を政策として具体化した

ものが積極的労働市場政策である。

積極的労働市場政策というと、一般には政策の

対象となる失業者個人の就労可能性や所得にもた

らす効果に焦点が集まる。確かに、スウェーデン

のように低技能労働力の賃金が比較的高い国

（Skedinger,2005）では、低技能労働力の生産性

を訓練・教育などを通じて賃金よりも高く押し上
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げ、彼らの就労可能性を高めることは重要である。

しかし、マクロ経済にも主に次の3つの経路で影

響を及ぼすことを忘れてはいけない。

まず、労働力率を高めることによって、労働供

給曲線を右シフトさせ、均衡賃金を下げ、雇用を

拡大させる。また、それにより財市場での供給曲

線も右シフトするため生産量の拡大につながる。

第二に、労働市場におけるミスマッチの解消を

通じた効果である。ミスマッチには求人企業が求

める適性・能力と求職者の持つそれが一致するに

もかかわらず生じる摩擦的失業と、一致しないた

めに起こる失業がある。特に後者のミスマッチが

放置されると、経済全体では失業率が高いにもか

かわらず人手不足の職種では賃金が上昇し、それ

がインフレにつながったり、景気回復が阻害され

る事態（ボトルネック問題）となる（Lindbeck

& Snower,1988）。積極的労働市場政策を構成す

る様々なプログラムは、この2つのミスマッチを

解消することで人的資源の有効活用と経済の構造

転換を促進する機能を持っている。

第三の経路は、職業訓練などによる能力向上を

通じて労働生産性を高めることで、経済全体の賃

金や購買力が高まり、経済成長につながるという

ものである2）。

ただし、積極的労働市場政策のマイナス効果が

もたらす経済的非効率にも着目する必要がある。

まず、労働市場プログラムへの参加によって求職

活動がおろそかになる結果、プログラムに参加し

なくても職が見つかったであろう求職者の失業期

間を長引かせる恐れがある（ロックイン効果）。

これは、職業訓練などに当てはまる。また、プロ

グラムやその参加者が、非参加者の雇用機会を奪

うクラウディング・アウト（押し出し）効果も懸

念される。これは雇用助成金などに当てはまる。

一方、消極的労働市場政策を代表する失業手当

は、失業にともなう所得の変化に対応する保険と

しての役割だけではなく、求職者に時間的余裕を

持たせることで労働市場の適切なマッチングを促

し、マクロ経済の効率性を高める機能も持つ。も

し、失業手当の給付水準が低く期間も短ければ、

失業者はどの仕事でも急いで就かなければならな

い。この場合、就いた仕事と本人の適性・能力が

一致しないケースも増え、経済全体にとって非効

率となるためである。ただし、逆に給付水準が寛

大で期間が長い場合には、求職活動がおろそかに

なり失業率が高止まりするという研究結果3）もあ

るため、そのバランスを取ることが重要となる。

ちなみに、積極的な求職活動や様々な労働市場プ

ログラムへの参加が失業手当の受給条件であるス

ウェーデンのような国では、失業手当制度も積極

的労働市場政策の一部と考えることもできる

（Finanspolitiskar・det,2009）。

スウェーデンにおける労働市場政策の議論では、

以上のようなマクロ経済的観点からの効果や効率

性を考えながら、いかに最適な政策を形作るかが

中心となっており、これまでの様々な改革を見て

もこの視点からの議論が主要な原動力となってい

ることが分かる4）。

以下では、労働市場政策の各要素を簡単に説明す

る。なお、労働市場省（Arbetsmarknadsdepartementet）

の管轄下にあった労働市場庁（Arbetsmarknadsverket）、

労働市場委員会（Arbetsmarknadsstyrelsen）、県労働

市場委員会（L・nsarbetsn・mnd）、公共職業斡旋所

（Arbetsf・rmedlingen）は2008年にArbetsf・rmedlingen

に統合された。この新機関の名は旧制度での公共

職業斡旋所と同じであるが、新制度での位置づけ

は行政庁であるため、本稿では「労働市場庁」と

訳すことにする。

また、1クローナは2012年2月現在約12円であ

る。

2． 消極的労働市場政策

（a） 失業手当（失業保険手当および基礎手当）

スウェーデンにおける失業保険は制度上は公的
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社会保険に含まれず、職能・業種別の労働組合が

管理する各失業保険基金によって運営され5）、加

入者は雇い主が国に納める社会保険料とは別に給

与の中から保険料を納める6）。ただし、失業保険

基金はこの保険料だけでは運営が難しいため、社

会保険料の一部を財源とした多額の補填を国庫か

ら受けている。

失業までに最低6ヶ月働いており、失業保険組

合への加入期間が12ヶ月以上である者に受給資

格がある。自営業者でも廃業すれば受給資格があ

る。支払いは、失業後8日目から300日間だが7）、

18歳未満の子どもがいる場合は150日延長可能で

ある。給付額は給付開始から最初の200日は従前

所得の80％、残りの期間は70％である。ただし、

1日あたりの給付額の上限は680クローナ、下限

は320クローナである。支払いは平日のみである

ため、給付期間300日は約14ヶ月に相当する。

また、失業までに最低6ヶ月働いていたものの、

失業保険に加入していなかったり加入期間が短い

場合には、国庫を財源とする一日320クローナの

基礎手当が得られる。この場合も給付期間は300

日（もしくは450日）である8）。

（b） 活動手当（労働市場プログラム参加手当）

労働市場庁が管理する様々な労働市場プログラ

ムに参加する場合の手当であり、上記の失業手当

の受給者も、プログラム参加中は国庫を財源とす

るこの手当に切り替える。失業手当の受給資格が

ある場合はその額と同額であるが、失業手当の受

給期間である300日（もしくは450日）が過ぎた

後は、従前所得の65％が給付される（ただし最

低でも一日320クローナ）。失業当初から失業保

険手当の受給資格がない場合は、失業開始からの

日数に関係なく一日223クローナの一律給付であ

る9）。

3． 積極的労働市場政策（労働市場プログラム）

（a） 職業訓練

企業が求める技能を持った労働力が不足してい

る場合にその解消を図るとともに、失業者の能力

と就労可能性を高めることを目的としている。期

間は最長6ヶ月だが、実際の平均は3ヶ月である

（LU,2011）。2010年に行われた労働訓練の内訳

を参加者の数でみると、建設技術、製造業関連、

重機運転、運輸が8割以上を占め、そのほかには

調理や看護・介護、経理などがある10）。労働訓練

の管理は労働市場庁である11）が、教育を実際に

提供しているのはレルニア（国営の人材開発・派

遣企業）や民間企業、自治体、成人高校などであ

る12）。

（b） 現場実践（インターンシップ）

実践的な就労経験を積むことを目的としている。

受け入れ先は2010年の時点で55%が民間企業、

20％が自治体であり、その他はNPOや国の行政

機関などである（Arbetsf・rmedlingen,2011a）。既

に存在する職を奪うという、クラウディングアウ

ト（押し出し）効果を極力抑えるため、その職場

の通常の業務以外の何らかの業務を行うこととさ

れている13）。

（c） 準備的支援

求職活動を行う上で重点的な支援が必要な失業

者に、ガイダンスやオリエンテーション、能力・

適性の把握などの支援を提供したり、職業訓練の

前提となる知識が不足している場合に義務教育・

高校教育・スウェーデン語教育を提供する。疾病

手当受給者を対象とした就労復帰の支援も含まれ

る。

（d） 起業支援

収益性と継続性のある事業計画を持つ失業者を

対象に、起業のためのアドバイスなどを提供する。
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最長6ヶ月のあいだ、活動手当が給付される14）。

（e） 雇用助成金つき雇用

長期失業者を雇う民間企業や公的機関に対し、

その従業員の労働コスト（給与と社会保険料の和）

の一部を国が負担する。賃金やそのほかの報酬が、

その職能・業種の団体協約の規定に則ったもので

あることが条件である。過去9ヶ月の間に仕事が

ないことを理由に解雇を行った企業は適用外とな

る。雇用形態は、有期限・無期限を問わない。雇

用助成金は、一般にこの助成金がなくても雇われ

たであろう人の雇用に対して用いられる可能性が

指摘されており15）、それを極力抑えるために失業

がある一定期間を超えた長期失業者のみを対象と

する（Forslund&Vikstr・m,2011）。

2006年まで続いた社会民主党政権は、失業期

間の長さや失業者の年齢に応じて4つの異なる助

成金制度を設けてきたが、現在の中道保守政権は、

これを一本化した「再スタート雇用」という制度

を実施している。これは1年以上失業した者を雇っ

た企業や公的機関に対し、失業期間と同じ長さ

（最長5年）だけ、社会保険料の2倍にあたる額を

給付する。社会保険料は給与の31.4％（2011年）

であるため、助成額は労働コスト全体の48％に

相当する16）。

（f） 活動保障

失業保険手当の給付には300日間という期限が

設けられているが、1987年以降、労働市場プロ

グラムに一定期間参加すれば、新たに300日間に

わたって失業手当を得ることが可能となった。こ

の結果、後述するように1990年代には労働市場

プログラムの質と効果が低下し、失業率が高止ま

りした理由の一つだと指摘された。

そのため、社会民主党政権は失業手当の受給期

間の更新をやめ、受給が300日17）に達した失業者

に対しては、アクティベート（失業者と労働市場

との接点の維持）のために、より重点的な求職支

援を提供し、その参加を条件に手当（上記の活動

手当）を給付する「活動保障」という制度を

2000年に導入した18）。

現在の中道保守政権は2007年より「雇用・能

力開発保障」と名前を改め、3段階（フェーズ）

からなる制度に改組した。フェーズ1では、失業

者の適性・能力を把握した上でキャリアガイダン

スや、求職活動を進める上でのアドバイス（CV

の書き方、面接の受け方など）を提供する。フェー

ズ2では、既に上に示した現場実践や職業訓練、

雇用助成金、準備的支援などを活用した就業能力

の向上である。450日までに職が見つからない場

合はフェーズ3に移行する。ここでは、労働市場

庁が契約を結んだ事業者・団体のもとで就労を行

う。ただし、通常の職を奪うクラウディングアウ

ト（押し出し）効果を避けるため、就労の内容は

「この制度がなければ行われなかったであろう職

務であり、業務・サービスの質を高めるようなも

の」と規定されている。雇用助成金制度とは違い、

参加者はその事業者・団体から給与をもらうわけ

ではなく、労働市場庁からの活動手当を受け取

る19）。

失業中の求職活動や労働市場プログラムの流れ

について、図表1に示す。各失業者の個別の求職

活動を基本としながら、適宜、様々な労働市場プ

ログラムに参加し、職が見つかれば離脱していく

ことになる。

1． 経済成長率と失業率

資産バブルの崩壊にともなう金融危機と通貨危

機に同時に襲われた1990年代初頭のスウェーデ

ン経済は、91年から3年連続でマイナス成長を記

録し、失業率は2.4％という低い水準から急上昇

して10％を超えるに至った（図表2）。その後、
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実体経済は1994年から再び成長に転じるように

なり、失業率は1997年から下降していった。

2000年代に入ってからの大きな経済ショック

は、2000年から2001年にかけてのITバブル崩壊で

ある。経済成長率は短期的に落ち込むものの、

2004年から再び3％から4％の成長を記録する。

一方、失業率を見てみると、1997年以降、順

調に減少してきた失業率は2003年から2005年に

かけて再び上昇している。この時期は、ITバブル

の崩壊から回復し再び高成長を記録した時期と重

なるため、「雇用なき成長」と懸念された。24歳

以下の若者に限れば、失業率はさらに高く2000

年代に入ってからも15％から25％の間を推移し

ている。

その後、世界的な金融不安のために2009年の

経済成長率はマイナス5.2％を記録した。1990年

代初めのバブル崩壊直後の3年間にわたる生産高

の落ち込みを上回る打撃がわずか1年でスウェー

デン経済を襲ったわけであるが、今回は国内要因

による経済危機ではなかったため、世界的な景気

立ち直りに合わせてスウェーデン経済もすばやく

回復し、2010年は成長率が5.6％（年率）と大き

くリバウンドすることになった。

失業率は上昇したものの、1990年代前半の経

済危機に比べるとその幅は小さかった。この理由

の一つは、ブルーカラーやホワイトカラーの労働

組合の多くが、最大20％の勤務時間短縮と賃金

カットに応じたためである（Medlingsintitutet,

2010;Hassler,2010）。

さて、1990年以降の失業率の推移を振り返っ

てみると、1990年代半ばに大きく上昇したあと

に確かに減少しているものの、1950年代から80
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図表1 失業中の求職活動や労働市場プログラム

注：失業手当の受給開始から最初の300日は、求職活動を基本としながら職業訓練などをはじめとする各
種プログラムに適宜参加する。300日を超えると雇用・能力開発保障（活動保障）というプログラム
に強制的に参加し、より重点的な支援を受けることになる。

出典：労働市場庁および労働市場政策評価研究所の資料を参考に筆者が作成。



年代末まで2％から4％を推移していたことを考

えれば、非常に高い水準で高止まりしているとい

える。その背景には、均衡失業率（NAIRU）の

上昇がある。実証研究20）によると、1980年代末

から1990年代前半にかけて均衡失業率が3.5％か

ら5－6%に上昇している。均衡失業率は、賃金決

定・価格決定メカニズムおよび労働需給マッチン

グなどによって決まる（Layardetal.,1991;

Pissarides,2000）が、1990年代以降に顕著となっ

た賃金決定の分散化や失業者に占める長期失業者

の上昇（Forslund&Krueger,2006）、失業手当の

給付条件の緩和などが影響を及ぼしたと考えられ

る。また、1993年に中央銀行の独立とインフレ

ターゲット（2％±1％）の導入が実施され、金

融政策の至上目標が物価の安定化と定められたた

めに、低インフレ経済に移行した21）ことも失業

率が高止まりしている一因だと考えられる22）。ま

た、図表3に示したベヴァリッジ曲線が1990年代

前半の経済危機を経て外側にシフトしていること

から、労働需給のマッチングも悪化していると判

断できる。

2． 就業率と労働力率

以上は経済成長率と失業率についてであるが、

失業率は労働力（就業者と失業者の和）に対する

失業者の割合であるため、労働市場に参加してい

ない非労働力の動向はとらえていない。そのため、

図表4では労働力人口23）全体に占める就業者数の

割合（就業率）と労働力の割合（労働力率）を示

した。ここから分かるように、1990年に83％あっ

た就業率は直後の経済危機で70％近くに減少し、

その後2000年代には75％前後まで回復している
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図表2 1990年から2011年までの経済成長率と失業率（16�64歳の労働力人口）

注：経済成長率は四半期ごとに前年同四半期からの変化率を示している。失業率は月ごとの失業率から
季節変動を除去したものである。失業者の定義は、ILOの定義に基づく。

出典：中央統計庁（SCB）
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図表3 ベヴァリッジ曲線（1988年1月－2011年11月）

注：月ごとの失業率および空席率から季節変動を除去したものである。空席率は、公共職業斡旋所に登
録された求人数を労働力で割ったもの。

出典：失業者数・労働力は中央統計庁（SCB）、求人数は公共職業斡旋所（労働市場庁）

図表4 1990年から2010年までの労働力率および就業率

出典：中央統計庁（SCB）



わけだが、危機以前の水準と比べるといまだに

8％ポイントほど低い。しかし、図表2に示した

失業率は1990年と2000年代、たとえば2001年と

を比較すると4％ポイントほどの上昇に過ぎない。

つまり、1990年代初めの経済危機のあと、労働

市場から退出する者が増え、労働力率が減少した

ために、失業率は就業率の減少ほど増加しなかっ

たのである。

非労働力が増えた背景としては、1990年代初

め以降、スウェーデンは知識社会の到来に備えて

大学の定員を大きく増やした結果、労働力人口に

占める学生の割合が増えたことがまず挙げられる。

しかし、それ以上に大きな要因は、疾病を理由に

非労働力化した労働力人口の割合が増えたことで

ある。図表5から分かるように1990年の2％とい

う水準からわずか3年後には5％に達し、2000年

代に入ってからも高止まりしている。

疾病を理由とした非労働力の上昇とともに、就

業者として労働力の一部でありながらも疾病のた

めに休業している者（つまり、職場には籍を置き

ながら病欠している人）も増えている。図表5に

は労働力人口に占めるそれらの人々の割合も示し

ているが、2003年には両者を合わせた割合が

10％に達している。彼らの大部分は、疾病保険

手当の受給者であるため、その数の高止まりは、

社会保障財政を逼迫させかねない。この点につい

て、モラルハザードの疑いも指摘され、実態の解

明が政治的にも学術的にも大きな課題となった24）。

疾病保険制度が事実上、失業者の生活手当として

利用されているのではないかとも指摘された。そ

のため、2006年の国政選挙でもその解決が大き

な争点となったのである。
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図表5 疾病を理由とした非労働力と、病欠者（労働力の一部）の合計（労働力人口に対する比率）

出典：中央統計庁（SCB）



3． 労働市場政策の推移

図表6はスウェーデンとOECD主要国の労働市

場政策に対する支出額を対GDP比で示している。

スウェーデンは特に積極的労働市場政策に対する

支出の大きさが先進国平均と比べて顕著であった

が、1990年代後半以降、支出額は大きく減少し

ている。この減少の一部は、失業者の減少によっ

て説明できる（図表2）。しかし、失業率が2％を

切っていた1980年代終わりの水準と比べても

2000年代の支出水準は同じか、むしろ低い。こ

の時期の失業率は7％前後を推移していたわけで

あるから、失業率と比較した労働市場政策支出が

減少していることは明らかである。同時期にはス

ウェーデンよりも失業率の低いデンマークやオラ

ンダ、ベルギーが、GDP比で見た労働市場政策

への支出を上回るようになっている（Lindvall,

2010）。この減少が、2006年における中道保守政

権への移行以前の社会民主党政権の時代から続い

てきた点は興味深い。

積極的労働市場政策の内訳にも変化が見られる。

図表7は2000年から2010年まで、それぞれの年の

10月の時点で各労働市場プログラムに参加して

いる人の、失業者およびプログラム参加者の和に

対する割合を示したものであるが、労働訓練や準

備的教育が大きく減少していることが分かる。ま

た、中道保守連立への政権交代後である2007年

と2008年は準備的支援と雇用助成金以外の労働

市場プログラムが減少している。そして、金融危

機の影響が顕著になった2009年から2010年にか

けては、失業者の増大に対して、準備的支援と雇
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図表6 労働市場政策に対する支出額の対GDP比

注：「先進諸国」には、イタリアを除くEU-15と、オーストラリア、カナダ、ニュージーランド、ノルウェー、
スイス、アメリカを含む。1986－2009年の全期間におけるデータが入手できない国はここに含めな
かった。

出典：OECD



用助成金とともに、現場実践と若者向けの重点的

プログラム（若者向けの活動保障）で対応しよう

としていることが分かる。

では、労働市場政策の全体的な規模、そして特

に職業訓練や教育が減少してきた要因は何だろう

か。まず第一に、1990年代後半以降の財政再建

の中で、ほかの社会保障と同じように支出が抑制

されたことである。しかし、それ以上に重要な要

因は、労働市場政策の効果が疑問視されたことで

ある。

スウェーデンは1990年代に高失業時代に突入

し、この時、図表6にあるように労働市場政策支

出が増額され、様々な労働市場プログラムが実施

された。そして、これらの経済学的評価が2000

年代になってから相次いで発表されたが、そのほ

ぼすべてが職業訓練の効果について否定的であっ

た。Calmforsetal.（2001,2002,2004）による

と、1980年代に行われた職業訓練は受講者の就

業促進効果を持っていたものの、1990年代に行

われた職業訓練を検証すると、その効果が確認さ

れない、もしくは、受講者の就業にとってむしろ

マイナスとなったという。また、その他の実証研

究25）でも、1990年代の労働市場プログラムは概

して言えば効果がほとんどなかったことが明らか

になっている。

この研究結果は政策議論の場でも大きく取り上

げられ、積極的労働市場政策に対する信頼が大き

く揺らぐこととなったし、関連省庁も自らが実施
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図表7 スウェーデンの積極的労働市場政策の内訳（失業者とプログラム参加者の合計に対する参加者の割合）

注：各年10月末日における参加者の数を、失業者と各種プログラム参加者の合計で割ったもの。成人失業
者を対象とした「活動保障」（2007年以降は「雇用・能力開発保障」）は、「職業訓練・準備的教育」
や「現場実践」、「雇用助成金つきの雇用」などの活動も包括するものであるため、活動の内容ごとに
振り分けた。カウンセリングやコーチングなどの活動は「準備的支援（準備的教育を除く）」に分類
した。一方、若年失業者を対象とした活動保障は、その活動内訳が職業訓練のみ明らかであるため、
それを「職業訓練」に分類したうえで、それ以外は「若年失業者向け支援（職業訓練を除く）」とい
う独自の分類を設けた。この大部分がカウンセリングやコーチングなどの準備的支援だと考えられる。
割合がわずかである「そのほか」は非表示とした。

出典：労働市場庁（Arbetsf・rmedlingen）のデータを基に筆者が整理した。



してきた政策に疑問を持つようになった（Lindvert,

2006）。1990年代に失業者として各種プログラム

に参加し、否定的な経験を持つ国民も多く、その

経験が積極的労働市場政策の正統性を失墜させる

ことにもつながった （Lindvall,2011）26）。

4． 労働市場政策の評価

一方、2000年代に入ってからスウェーデンで

実施された職業訓練を評価した実証研究は、その

効果を認めている。deLunaetal.（2008）は

2002－04年に行われた職業訓練を分析している

が、その効果は大きく、概して言えば受講しなかっ

た場合と比べて就業までの失業期間を20％短縮

したと結論づけている27）。2003年の職業訓練受講

者を追跡調査したOkeke（2005）も同じように就

業促進の効果を確認している。また、労働市場庁

は1993年から2008年に行われた積極的労働市場

政策の効果を分析しているが、ここでも1990年

代に比べて2000年代に実施された政策のほうが

はるかに大きな効果があったと結論づけている

（Arbetsf・rmedlingen,2009）。

Forslund& Vikstr・m（2011）は、1990年代と

2000年代に実施された職業訓練の効果が異なる

背景を3点に分けて説明している。まず第一に、

景気状況である。景気がよく、求人が豊富にある

状況の下では、必要とされる職業訓練を特定しや

すく、その実施効果も高いが、1990年代前半の

ように深刻な経済危機に見舞われ、労働需要その

ものが少ない状況では職業訓練から就業へとスト

レートに結びつけることが困難である。これに対

し、1990年代後半以降は景気が回復し、労働需

要も伸びていくことになった。

第二に、1990年代は失業者の急増にともなっ

て、労働市場庁が職業訓練の規模を拡大し、大量

の失業者を受け入れたために、訓練の質が低下し

たことである。Lindvert（2006）によると1990年

に6万人であった職業訓練の受講者が94年には23

万人へと実に4倍近くも膨れ上がった。

第三点目は制度変化に関するものである。

1986年の失業保険制度の改正によって、失業手

当の給付期間が終了した者でも、職業訓練をはじ

めとする各種の積極的労働市場政策に一定期間、

参加することで失業手当の受給権を新たに得るこ

とが可能になった。その結果、スキルアップを図

り就業を容易にするためではなく、失業手当の新

たな受給を主な目的として職業訓練を受ける者が

増えたと考えられる。また、労働市場庁も失業者

の適性をきちんとチェックすることなく、なるべ

く多くの失業者を職業訓練で吸収し、生活の糧を

確保させようとする動機が働いた可能性が高い28）。

しかし、2000年の活動保障の導入にともない、

2001年からは労働市場プログラムへ参加しても

失業手当の受給権を新たに得ることはできなくなっ

た。300日の給付期間が過ぎた失業者は活動保障

を通してより重点的な求職活動を続けていくこと

になった。それにあわせる形で2000年以降は職

業訓練の定員が大きく削減されたため、適性のあ

る失業者だけを選んで職業訓練を受講させる傾向

が強くなったのである。

以上は、主に職業訓練の効果に関しての評価で

あるが、その他の労働市場プログラムを評価した

実証研究29）によると、実際の雇用・就業に似た

プログラム、つまり、雇用助成金による雇用や起

業支援が大きな就業効果を持つという。

1． 2006年9月の国政選挙の争点

2006年の国政選挙を前にしたスウェーデン経

済が抱えていた問題は、既に見たように高止まり

する失業率、特に若者の失業率の高さと疾病保険

手当受給者の高止まりであった。選挙の争点もま

さにこれらの点に集中し、社会的なアウトサイダー
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となっている長期の失業者・疾病保険手当受給者

や若者・難民などにどのようにして雇用を提供し、

社会に包摂していくかが議論された。

スウェーデンの社会保障の大部分を占めるのは、

年金や失業保険、疾病保険、育児休業保険など所

得比例型の社会保険であり、受給資格は就労によ

る所得がそれまであったことである。そのため、

アウトサイダー（長期失業者・長期疾病手当受給

者のほか、専業主婦などの非労働力）が増えれば、

経済的格差が拡大していくことになる。そのため、

格差解消の鍵は貧困層を形成する彼らを労働市場

へ包摂し、就業率を高めていくことだと考えられ

る。

1994年以来、政権を担ってきた社会民主党は、

これらの問題に対し、長期失業者をはじめとする

アウトサイダーへの各種手当の拡充という従来ど

おりの政策を主張するにとどまり、就業率を高め

る抜本的な政策を打ち出せなかった（Lindvall,

2011）。社会民主党はアウトサイダーだけでなく、

職を持つブルーカラーや社会サービスの現業職員

などインサイダーも支持層に抱えており、アウト

サイダー重視の政策によって、インサイダーの票

が離れてしまったことが、2006年国政選挙での

社会民主党敗北の一因となった（Lindvall&

Rueda,2010）。

これに対し、穏健党を中心とする中道右派連合

は、税制改革や失業保険改革を通じて就労インセ

ンティブを高めることによって、非労働力化した

人々を積極的に労働市場に取り込む政策を主張し

た。また、スウェーデンの雇用・社会保障政策を

貫く理念である「ワーク・プリンシプル」の中で

も義務・責任の側面を強調し、綻び始めていた雇

用と社会保障とリンケージの強化と、長期失業者

や疾病保険手当受給者のアクティベーションを訴

えた。社会保障政策における中道保守連合のこれ

らの主張は、従来の支持層である中高所得層では

なく、むしろ就労している低中所得層に恩恵を帰

するものであった。しかし、税金の多くを負担し、

その使い道に大きな関心を持つ中高所得層を納得

させることにも成功し、従来の支持層と社会民主

党の支持層を含める幅広い有権者から支持を獲得

したのである。

2． 新政権の改革

僅差で勝利した中道右派連合は、掲げてきた選

挙公約の多くを2007年から実行した。各種の政

策に一貫しているのは、「ワーク・プリンシプル」

とアクティベーションの重視であるが、経済学的

には労働供給を高い水準に維持するともに、求職

活動の活性化によってマッチング効率を上昇させ

ることで、均衡賃金を抑え、均衡失業率を下げる

ことに重点を置いていた（Finanspolitiskar・det,

2009）。

（1） 労働市場政策

既に図表7で説明したように、職業訓練などの

教育型プログラムよりも、雇用助成金や現場実践

など実際の職場を利用したり実際の職業により近

い内容のものを重視するとともに、求職活動の活

性化（「準備的支援」に含まれる）に力を注ぐよ

うになった30）。

雇用助成金については、旧制度では長期失業者

を助成金つきで雇ってくれる事業者を労働市場庁

が探し、失業者に斡旋していたが、新政権が「再

スタート雇用」と名づけた新しい雇用助成金制度

では、失業期間がある一定期間を超えた長期失業

者なら誰でも、助成金を受けながら自分を雇って

くれる事業者を自ら探して、雇用の機会を得るこ

とが可能となった。また、求職活動の活性化のた

め、労働市場庁のアドバイザーによるガイダンス

に加えて、民間のコーチングサービスの参入も認

め、失業者が両者の中から自由に選べるようにし

た。労働市場庁による斡旋や指示を受身的に待つ

のではなく、就労の道を自ら見つけていく責任が
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強調されるようになったのである。

一方、長期失業者に対しては、重点的な支援を

与える「活動保障」を、3つのフェーズに分かれ

た「雇用・能力開発保障プログラム」へと改組し、

失業期間が300日を過ぎた早い段階で重点的な求

職支援を行うこととした。また、それでも職が見

つからない失業者のために、仕事の場を人為的に

確保して提供する制度が導入された（フェーズ3）。

若年失業者に対しても、同様に重点的な求職支援

を行う「雇用保障プログラム」31） が導入された。

（2） 失業保険改革

先述の通り、スウェーデンの失業保険は労働組

合が失業保険基金を管理・運営しているものの、

給付額や給付条件を決めるのは政府であり、国庫

からも多額の財政補填が行われている。中道保守

政権はまず給付条件の厳格化を行った。旧制度で

は給付期間である300日の間、従前給与の80％が

支払われ、また支払額の上限も最初の100日間は

一日730クローナ、それ以降は680クローナであっ

た（下限は320クローナ）。新制度はこれを改め、

最初の200日は従前所得の80％、その後は70％と

するとともに、全期間を通して上限は680クロー

ナ、下限は320クローナとした32）。また、労働市

場プログラムに参加し、活動手当の給付を受けて

いる期間も失業手当の給付期間の算定に加えるこ

ととした。さらに、旧制度では20歳以上の学生

であれば学業終了後に求職活動を行う場合、失業

手当の受給資格が与えられていたが、それが廃止

された。

次に、失業保険の保険料を大きく引き上げる改

革を実行した。第一段階として2007年1月から国

庫から失業保険基金への財政補填を100億クロー

ナ削減し、第二段階として2008年7月から、各失

業保険基金に関連する職能・業種の失業率と保険

料とをリンクさせる制度を導入した（Kjellberg,

2011）。このため、各失業保険基金は失業保険料

を引き上げただけでなく、失業率の高い職能・業

種ではその引き上げ幅が大きくなった。2006年

末の時点での毎月の保険料は90－105クローナ33）

とわずかの開きしかなかったが、2010年末には

90－444クローナに拡大している。

この制度改革は、保険制度の本来の姿に近づけ、

歳出を抑制するという目的を持つと同時に、経済

学的には賃上げコストの内部化による賃上げ圧力

の抑制という意義も持っていた。つまり、失業率

の高い業種・職能の労働力を管轄する失業保険基

金は、手当の支払いを賄うために保険料を引き上

げる必要があるため、ある業種・職能の労働組合

が大きな賃上げを要求し、その結果、その業種・

職能の失業率が上昇すれば、失業手当の支払額が

増加し、保険料の引き上げとして自らに降りかかっ

てくる。そのため、無理な賃上げを要求するイン

センティブは小さくなり、均衡賃金の抑制と労働

需要の増加につながると期待される。また、長期

的には、失業率が高い職能・業種から労働力を移

動させる効果も持つ34）。

（3） 疾病保険改革

高止まりを続けていた疾病保険手当受給者の数

に対しては、制度の抱えるモラルハザードの可能

性を指摘し、給付条件を大幅に厳格化した。具体

的には、長期もしくは無期限で疾病保険手当を受

給していた者の就労能力を厳しく審査し、リハビ

リ支援を強化した。また、給付期間を最長364日

と定め（場合によっては最大550日の延長が認め

られる）、それを過ぎれば、労働市場庁の提供す

る3ヶ月間の就業復帰オリエンテーションを受け

ながら求職活動を行うことを義務づけた

（H・gglund&Skogman-Thoursie,2010）。

ただし、それまで長期にわたって受給を続け、

制度改革にともなって就業復帰オリエンテーショ

ンへ移行させられた者の中には、ガンや重度の慢

性疾患を持つ者もいたことが政治的に大きく取り

海外社会保障研究 Spring2012 No.178

－70－



上げられ、政権側は激しい批判にさらされた。こ

のため、2010年から疾病保険手当を継続的に受

給することも場合によっては再び可能となった。

（4） 勤労所得税額控除

非労働力に就労を促すために、上記の疾病保険

改革とともに行われたのが勤労所得にかかる所得

税の一部を減税する勤労所得税額控除の導入であ

る。減税の恩恵は低所得層になるほど大きくなる

ように設定されており、平均税率・限界税率がと

もに押し下げられるため、就労メリットを高めて

いる35）。一方、高所得者にとっては平均税率の低

下のみの効果を持つ。2007年に導入された制度

は、その後3度にわたって控除額が拡大された36）。

（5） 労働需要側に対する政策的働きかけ

以上は失業者・非労働力を対象とした様々な施

策であるが、雇用そのものを持続的に増やしてい

くためには労働需要側に雇用増大を促すサプライ

サイド型の施策も必要となる。中道保守政権は、

それまでの社会民主党政権に比べて、特に若年者

や低技能の労働力の雇用に焦点を絞った政策に重

点を置いている。以下では、その中でも代表的な

施策を簡単に説明する。

まず、26歳以下の若年者を雇った場合、社会

保険料のうち公的年金保険料を除く部分が4分の1

に減額され、事業者の社会保険料負担が以前と比

べて約半分になった。スウェーデンは最低賃金に

相当する給与水準が高く設定されている

（Skedinger,2005）うえ、年齢にともなう賃金の

上昇が緩やかであるため、若年者と中高年の従業

員の労働コストが大きく変わらないという傾向が、

特に低技能の職で強い。社会保険料の減額は、賃

金そのものを変化させることなく労働コストを下

げ、若年者に対する労働需要を高める狙いがあ

る37）。

次に、掃除・洗濯・庭の手入れなどの家事労働

サービス（RUT）利用者を対象にした税額控除

の導入である。これらのサービス産業は低技能労

働力の雇用の受け皿として期待されているが、最

低賃金に相当する給与水準が高いためにコスト高

となり、この種のサービス産業が育ちにくかった。

また、闇市場での取引も問題となってきた。中道

保守政権は、家事労働サービスの利用者がその購

入に支払った代金の半分の額を税額から控除でき

るようにした（年間の上限は10万クローナ）。女

性を中心に家事労働サービスの起業を活発にした

り、これまで闇市場において安く購入されていた

サービスが合法的に購入され、税収を高める効果

も期待できる。また、購入者の労働供給を増やす

という効果も持つ。理論的にも、家事労働との代

替性が高いサービスや闇市場で供給されやすいサー

ビスに対する税額控除の効果は高いと考えられる

（Sorensen,1997）。しかし、この制度導入後の実

証研究はまだなされていない。

第三に、上記の税額控除と同じように、税制を

通して低技能労働力の雇用を増やすために、レス

トラン・喫茶店での飲食にかかる消費税が2012

年より25％から12％へと減額された。目的は、

消費税減税を通じて消費者価格を下げ、需要を高

めることで、飲食業の主に若者や低技能労働力の

雇用を受け皿を確保することである。ただし、同

様の消費税減税を飲食業や理髪業において近年行っ

たフィンランドでは、雇用に対する効果は非常に

限定的だという報告がある（H・kkinen-Skans&

Kosonen,2011）。

3． 政策の効果・影響

さて、中道保守政権は2007年から以上のよう

な改革に着手していったわけだが、これらの政策

は2005年から2007年の好況期を念頭に立案され

たものであった。2008年以降も景気が持続して

いれば、これらの政策によって均衡失業率は6％

から1－2％抑制されるだろうと考えられていた
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（Forslund,2008;Finanspolitiskar・det,2009）。し

かし、世界的な金融不安にともなう2008年以降

の景気低迷によって、予期せぬ効果・影響をもた

らすこととなった。

（1） 労働力率の維持

まず、プラスの効果であるが、図表4から分か

るように不況の底にあたる2009年は就業率が3％

ポイントほど減少したもののこれはほぼ失業率の

上昇によるものであり、労働力率は微減にとどまっ

た。一方、2009年後半からの景気回復期におい

ては2011年までに労働力率が2％ポイントほど上

昇したため、失業率の減少以上に就業率が上昇し

ている。この点は、1990年代初めの経済危機の

際とは対照的であり、不況期においても労働力を

労働市場に繋ぎ止めることに成功し、そのことに

よって景気回復期における企業による労働力の確

保が円滑に進んだと見ることができる。

（2） 失業保険非加入者の上昇

中道保守政権が2007年から段階的に実行した

失業保険改革によって、各失業保険組合に対する

国庫からの補填が減り、保険本来の形に近づくこ

とになった。このため、改革直後に保険料が引き

上げられただけでなく、2008年後半から増え始

めた失業者の数にともない手当の支払い額が増え

るにつれ、保険料がさらに上昇する結果となり、

2006年に66％だった加入者の割合（対労働力）

は2010年末に58％に減少している38）。また、業種・

職能の失業率に応じて、保険料に差がつける制度

が導入されたため、一般的に失業率が高いブルー

カラー労働者の保険料が大きく上昇する結果とな

り、給与水準がもともと低い傾向にある彼らにとっ

ての負担感が高まり、非加入率がブルーカラー業

種・職能において特に高くなった。

2008年からの景気低迷はそのような状況の中

で経済を襲った。失業保険に非加入だった失業者

は、定額の基礎手当しか受けられず、経済格差が

拡大する結果となった。

失業保険が国の社会保険制度の一部ではなく任

意加入制であることの是非は、特に非加入者が増

大した2007年の改革以降、政策議論の場で激し

く論じられてきた。強制加入保険として国が一元

的に基金を管理する案も当然ながら出されている

が、影響力の縮小を恐れる労働組合からの強い反

発がある。経済学専門家の間では、従来通りに任

意加入制を維持するのであれば、基金ごとに保険

料に差をつけるべきでない、という声が強い39）。

（3） 経済格差の拡大

失業保険や疾病保険の手当削減や条件の厳格化

は、不況期にも労働力率を維持することにつながっ

たものの、そのしわ寄せは手当に頼らざるを得な

い非自発的失業者や疾病者が被ることになった。

中央統計庁のデータから家計の可処分所得を見て

みると、下位10％の家計の平均所得は2006年か

ら10年にかけて9％減少しているが、 上位

10％の家計の平均所得は13％上昇している。ま

た、ジニ係数は同じ期間に24.6から26.8に上昇し

ている40）。

（4） 活動保障の問題点

「活動保障」とは本来、失業手当の給付期間が

過ぎた直後から、より重点的な就労支援を行い、

長期失業者をアクティベートすることが目的であ

るが、旧制度では失業手当の支払い終了後300日

が経ってやっと支援が開始されるケースもあるな

ど、その中身が疑問視されてきた（H・gglund,

2002;Fr・berg&Lindqvist,2002）。中道保守政権

はその批判を受けて「雇用・能力開発保障」とい

う制度に改めたわけだが、この制度でも給付終了

後100日以上経って初めて、能力・適性の把握な

どのカウンセリングが開始されるケースが多く

（Finanspolitiskar・det,2009）、この傾向は「雇用・
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能力開発保障」の対象者が急増した2008年後半

以降にさらに顕著になっている。また、実際の内

容もカウンセリング、コーチングなどの求職活動

支援（図表7では「準備的支援」に分類）が中心

で、現場実践や職業訓練・教育などの就労能力開

発は少ない（Hammar,2008）。

さらに、長期失業者が最後に行き着く「フェー

ズ3」では、長期失業者を受け入れる職場が十分

に確保できなかったり、与えられる職務内容が仕

事とは呼べない、意義の分からないもの41）であっ

たり、受け入れ助成金を目当てに長期失業者を受

け入れたものの活動を与えない事業者の存在が明

るみになるなどのケースが、野党から激しく批判

を浴びた。

財政政策評価委員会42）は、活動保障が実質的

には生活保護化している、 と批判しており

（Finanspolitiskar・det,2009）、失業の長期化にと

もない参加者が急増するなか、アクティベーショ

ンとして意味のある活動を提供し、その参加状況

をいかに管理するかが課題となっている43）。

（5） 職業訓練の不足

2000年代に入ってから減少が続いてきた職業

訓練・教育は、中道保守政権のもとでさらに削減

されることになった。一方、2009年後半からの

景気回復期において、一部の業種において適切な

技能を持った労働力の不足が生じている。図表3

にあるようにビヴァレッジ曲線がさらに外側に移

動する傾向が見られるが、その主な要因は地域間

の労働需給ミスマッチではなく、教育水準・技能

のミスマッチである（Konjunkturinstitutet,2011）。

財政政策評価委員会は職業訓練の枠を月15000人、

準備的教育は7500人拡大し、景気回復期におけ

る一部の業種における労働力不足の解消を図るべ

きだと主張している（Finanspolitiskar・det,2009）。

一方で、現政権は労働市場庁の管轄する職業訓

練・教育ではなく、成人向け高校の職業教育や、

職業大学、一般大学における教育を重視し、

2010年の予算では景気対策の一環として定員を

それぞれ10000人、3000人、10000人増やしてい

る。これらの教育は、失業者だけを対象としたも

のではなく、また職業訓練などと比べ期間も長い

ため、景気回復局面における即応性には欠けるも

のの、長期的には経済の構造転換に寄与するもの

と期待される。この点については、次でも触れる。

4． 課題

スウェーデンの社会保障モデルは「ワーク・プ

リンシプル」の原則の下で、就労とのリンクが基

本となっている。そのため、なるべく多くの労働

力人口を労働市場に取り込み、労働力率を高く維

持することが必須となる。経済格差の問題に対し

ては、公的扶助による支援の拡充よりも労働市場

への包摂による解決が重視される。従って失業者

の求職活動を活発化させたり、就労可能性を高め

るための訓練や教育を行うことが求められる。

このアクティベーションという考え方は、労働

需要が豊富に存在する好況期にはその実現が比較

的容易である。しかし、雇用の数が限られる不況

期には就労が困難となる。その結果、非就業者の

数が高止まりし、経済格差が拡大される結果とな

る。この問題にどう対処するかは「ワーク・プリ

ンシプル」原則に基づく社会保障モデルが抱える

根本的な課題と言えるだろう。

現在のスウェーデンにおける大きな課題は、ア

クティベーションのための中身のある活動を特に

不況期においてどのように提供するかということ

である。先述の通り、中道保守政権は、労働市場

政策の重点を職業訓練や教育からコーチングなど

を利用したカウンセリングや求職活動の活性化へ

と移したわけだが、労働需要が減退する不況期に

は効果は薄い（Finanspolitiskar・det,2009）。

一つの提案として、失業保険の給付条件を景気

循環局面によって変動させ、例えば、失業が長期
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化する不況期には給付水準を引き上げ、その段階

的削減のスピードを遅くし、給付期間を長くさせ

るべきだというアイデアが経済学の分野から上がっ

ている（LU,2011）。これは、失業者の生活保障

にとって大きな意義を持つし、消費が高まること

で不況の影響を緩和する効果を持つ。また、一般

に寛大な給付は求職活動のインセンティブを低下

させ、失業率が高止まりさせると懸念されるが、

この悪影響は求人の数が少ない不況期には小さい。

つまり、景気変動型の失業保険制度は生活保障・

インセンティブ問題・消費の下支えの3つの面か

ら望ましいのである（Sanchez,2008;Andersen

& Svarer,2009）。ただし、問題点は、景気判断

の仕方44）に加え、給付条件の緩和や厳格化を客

観的なルールに基づいて行うのか、裁量的な政治

判断に任せるのかという点であるが、アメリカや

カナダでは実際に導入されている。

同様に、積極的労働市場の内容も景気循環局面

によって柔軟に変えるべきだという主張もある

（Finanspolitiskar・det,2009）。不況期には、雇用

助成金による雇用や現場実践の機会は限られてく

る。むしろ、より長い期間を要する職業訓練や教

育を多用し、失業者の能力開発に力を注ぎ、来る

べき景気回復に備えるという、ある種の「冬眠」

の考え方である。教育・訓練は確かにロックイン

効果を持つが、不況期にはその懸念が小さい。そ

の点では、現政権による成人向け高校の職業教育

や、職業大学、一般大学の増枠は評価できる45）。

しかし、1990年代の失敗を繰り返さないように、

適性を持った受講者の選抜と訓練・教育内容の管

理をきちんと行うことが肝要である。また、労働

市場が求める訓練・教育の種類・方向性を特定す

るのが不況期には難しいという点に注意する必要

がある。

日本でも近年、積極的労働市場政策への関心が

高まり、求職者の能力開発に力が注がれつつある

が、職業訓練をはじめとする諸政策が期待通りの

効果をあげるための鍵をいくつかまとめてみたい。

まず、積極的労働市場政策はあくまで失業者が

一つの職から別の職へ移動するのを助けるに過ぎ

ないため、その「別の職」に即した内容でなけれ

ばならない。スウェーデンでも、労働組合や産業

界の理解と協力や、労働市場庁による地域の労働

需要の把握、教育機関と連携が重要な鍵を握って

いる（Lindvall,2011）。日本における職業訓練は、

予算の消化が優先され、労働需要側のニーズに合

わないものが多いという批判をよく聞く。

また、失業者が移動していくべき新たな雇用機

会がなければ、積極的労働市場政策は機能しない。

そのため、労働供給側に対する施策だけでなく、

税制やサプライサイド型の産業政策を用いて労働

需要を喚起することも重要である。また、労働市

場政策は所得分配にも大きな影響を与えるもので

あるため、労働市場政策だけを別個にとらえるの

ではなく、税制、産業政策、社会保障制度の中で

総合的にとらえた上で、そのあり方を議論する必

要がある。

さらに、政策の効果を適宜、事後評価するため

の体制を整備することも重要である。スウェーデ

ンでは、積極的労働市場政策を管轄する労働市場

庁（Arbetsf・rmedlingen）が統計的な分析を行い、

労働市場政策評価研究所（IFAU）が経済学・計

量経済学に基づく学術的な評価を行っている。そ

して、その評価結果は政策議論にも頻繁に用いら

れている。労働市場政策には負の効果が潜在的に

付きまとうが、それを極力減らしながら、各経済

主体（求職者・非労働力・企業など）のインセン

ティブを最大限に引き出し、全体としての費用対
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効果を高める制度設計が必要となる。

注

1） この言葉が使用され始めたのは，大恐慌直後に失業

対策が盛んに議論された1930年代もしくはそれ以前，

という見方がある（Socialf・rs・kringsutredningen,

2005）．

2） 以上のような積極的労働市場政策の機能は，1950

年代に提唱されたレーン・メードナー・モデルが

まさに意図した点である．確かに，労使間の団体

交渉による賃金決定は多かれ少なかれ分散化し，

また，レーン・メードナー・モデルという用語自

体も今ではほとんど使われないものの，このモデ

ルを構成した要素の大部分は，今でも積極的労働

市場政策の根幹を成している（たとえば，Jackma

n,1994;Calmfors,1995;Forslund& Vikstr・m,20

11など）．

3） 失業保険手当の給付水準の引き下げが失業者の就

業に与えるプラスの効果についての実証研究は

Carling etal.（2001）,R・ed etal.（2002）,

Bennmarkeretal.（2007）．また，失業保険手当の

給付水準が高いほど，均衡賃金が高くなるという

実証研究については，スウェーデンに関するもの

はForslundetal.（2008）,Westermark（2008），

OECD諸国のパネルデータを使ったものはNickell

& Layard（1999）,Nickelletal.（2005）,Bassanini

&Duval（2006）に見られる．

4） 例えば，Finanspolitiskar・det（2009,2010,2011）

5） ただし，必ずしも労働組合の区分と失業保険基金

の区分とが一致しているわけではない．全部で30

前後の基金があるほか，労働組合から独立したも

のも一つ存在する．

6） ベルギー・オランダや北欧で一般的なこの仕組み

は「ゲント・システム」と呼ばれ，労働組合が高

い組織率を維持するのに貢献してきた（Lind,

2007,2009;Kjellberg,2009）．

7） つまり，失業してから7日間は無給付である．

8） この失業手当（失業保険手当および基礎手当）と

次に示す活動手当は，受給額に応じて公的年金の

年金権が加算されるが，年金保険料は国が負担す

る．

9） 失業手当の給付期間は最大300日（450日）である

が，この日数には活動手当を受けていた期間も含

まれる．

10）労働訓練の経費は，参加者一人あたり月平均14,000

クローナ．ここには受講者への手当（活動手当）

の経費は含まれない（LU,2011）．

11）話が複雑になるが，国の機関である労働市場庁が

管轄する職業訓練のほかにも，自治体が生活保護

受給者や失業までの就労期間が6ヶ月に満たない

人を対象に，独自に行っている職業訓練もある．

12）効果については，職業訓練を終了してから90日後

の状況を追跡調査してみると，仕事に就いた修了

者の割合は，2000年から2008年は70％前後を推移

していたものの，2009年は31％，2010年は38％と

不況の影響が色濃く出ている（Arbetsf・rmedlingen,

2011a）．

13）現場実践の修了者のうち90日後に仕事に就いてい

る者の割合は，2000年代を通して40％から50％と

横ばいで推移している．労働訓練のような落ち込

みは見られない（Arbetsf・rmedlingen,2011a）．

14）成長政策研究所（ITPS）の調査によると2001年に

起業支援を受けて誕生した企業のうち3年後も営

業を続けていた割合は60％であり，支援を受けず

に誕生した企業の生存率である64％とさほど変わ

らなかった．また，2005年に登録された新しい企

業の15％が起業支援を受けて誕生した企業であっ

た（ITPS,2006）．

15）例えば，Lundin（2001）,Calmforsetal.（2004）,

Lundin&Liljeberg（2008）．

16）ここに示したのは失業者が26歳以上55歳未満の場

合である．20歳以上26歳未満であれば6ヶ月以上

の失業で適用の対象となるが，助成期間は最長1

年であり，助成額も社会保険料と同額である．一

方，55歳以上65歳未満であれば失業期間の2倍が

助成期間となる（最長10年）．

17）18歳未満の子どもがいる場合は450日．

18）実際には失業から600日過ぎるまで具体的な活動

が与えられなかった（Finanspolitiskar・det,2009）

ため，中道保守政権が制度を改組し，アクティベー

ションの原則を強化することとなった．

19）「雇用・能力開発保障」の参加者のうち40％がフェー

ズ1が終了する150日目までに職を見つけたなどの

理由でプログラムから退出している．また，フェー

ズ2が終了する450日までにプログラムから退出し

た人は，フェーズ1における退出者と合わせて全

体の70％である．つまり，プログラム開始から

450日経っても職が見つからず，フェーズ3に移行

する人は全体の30％である（Arbetsf・rmedlingen,

2011b）．

20）Assarsson&Jansson（1999）,Apel&Jansson（1999）,

Lindblad&Sellin（2003）,Konjunkturinstitutet（2007）

21）70年代を通した平均インフレ率（年率）は8.6％，

80年代は7.9％であったが，1994年から現在に至る

までは年平均1.5％という低インフレを記録してい

る．

22）ただし，インフレレジームの移行が均衡失業率そ
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のものをシフトさせるのか，フィリップス曲線上

での移動のみを意味するのかについては実証研究

でも明確ではない（Apel& Jansson,1999;Agell

&Lundborg,2003;Warne&Vredin,2006）．

23）ここでは16歳から64歳の総人口と定義している．

24）例えば，Arai&Skogman-Thoursie（2005）,Johansson

& Palme（2005）,Lindbecketal.（2006）などが

ある．

25）Fredriksson& Johansson（2003）,Stenberg（2003,

2005）,Stenberg& Westerlund（2004）,Andren&

Andren（2004）,Andren& Gustafsson（2004）,

Carling&Richardson（2004）,Axelsson&Westerlund

（2005）,Johansson（2006）

26）Lindvall（2011）はもう一つの重要な要素として，

労働市場プログラムの策定過程における政府・労

働組合・経営者団体による協力関係が崩壊したこ

とを挙げている．Lindvallは「コーポラティズムの

後退」と表現し，職業訓練や現場実践などの実施

には，産業界・経営者団体の積極的な関与が必要

であると述べている．

27）deLunaetal.（2008）によると，職業訓練は中卒

者・高校中退者などの低学歴の者や，外国からの

移民・難民に対する就業促進効果がその他の受講

者よりも高かった．また，訓練の内容別に見ると，

運輸や機械操作，医療関連の効果が特に大きかっ

た．

28）この点はSianesi（2001a,2001b）も指摘している．

29）Carling&Gustafsson（1999）,Calmforsetal.（2001,

2002,2004）,Sianesi（2004,2008）,Forslundetal.

（2004）

30）2008年の予算案の中でも「労働市場庁の最も重要

な任務は，積極的労働市場政策の各種プログラム

を失業者に斡旋することではなく，求人を失業者

に斡旋することである」と明記している．

31）Finaspolitiskar・det（2009）やForslund& Vikstr・m

（2011）は，若者に対して「雇用」を保障してい

るわけではなく，あくまで活動を保障しているに

過ぎないので誤解を招く表現だと批判している．

32）無給付期間は5日から7日に延長された．

33）2006年まで失業保険の保険料はその40％に相当す

る額を税額控除できたため，実際の負担額は54－

63クローナだった．しかし，この控除制度は2007

年より廃止された．

34）理論的裏付けはCalmfors（1995）,Lindblad（2010）

に見られる．Lindbladは財務省や中央銀行などの

エコノミスト・行政官僚であったが，中央銀行勤

務時にAndersBorgと出会い，2006年の選挙後に

Borgが財務大臣となった際に副大臣に任用されて

いる．Lindblad（2010）は彼の博士論文である．

35）この制度が労働供給に与える正の効果については，

労働供給の弾力性を仮定したシミュレーションを

用いた研究や理論研究（Floodetal.,2003;Andr・n,

2003;Kolm & Tonin,2006;Aaberge& Flood,

2008;Finansdepartementet,2009,2010;Flood,2010）

がある．一方，実証研究はEdmarketal.（2010）

が，効果は見られないと結論付けているが，使わ

れた自治体データの変数の分散が小さすぎるとい

う問題が指摘されている．

36）またこの制度は労働供給を高めることによる賃金

抑制効果も狙いの一つである（Finanspolitiskar・det,

2010）．しかし，Henrekson（2010）によると，主

な効果は可処分所得の増大であり，賃金抑制効果

は確認できないとしている．

37）ただし，雇い主が社会保険料を全額払わないとは

言っても，若年者が享受できる社会保険制度が他

の年齢層よりも劣るというわけではない．雇い主

が免除された社会保険料の負担は国庫が肩代わり

するため，一種の雇用助成金と見ることができる．

38）Kj・llberg（2011）のデータより算出．

39）失業保険改革の背景にあるCalmfors（1995）と

Lindblad（2010）の理論モデルは，失業保険が強

制加入であること，そして団体交渉を行う労働組

合の業種・職能区分と失業保険基金の区分とが完

全に一致していることを前提としているが，これ

はスウェーデンの実際の失業保険制度から大きく

乖離するものである（Calmfors&Marthin,2011）．

40）ここに示した数値は金融所得を含まない場合であ

る．含めた場合の可処分所得は，下位10％の家計

が11％減少，上位10％の家計が6％上昇，ジニ係

数は28.8から29.9に上昇している．

41）クラウディング・アウト効果を避けるために「通

常の雇用を奪うことがないと同時に，社会にとっ

て意義のある活動」と規定されているが，そのよ

うな職務内容を見つけるのは難しい．ただし，社

会民主党政権では，公的部門（学校教育・高齢者

福祉など）で予算の都合から提供するのが難しい

付加的サービスの提供を長期失業者に任せる「プ

ラス雇用」という制度を導入していたこともあり，

そのような職場を長期失業者の活動の場として用

いることも一案である．

42）現政権が設立した専門家委員会であるが，政府と

は独立した立場から政府の政策の評価を行う．

43）また，プロファイリングなどの統計的ツールを用

いることで失業が長期化しそうな失業者を早期に

特定し，失業手当の給付期間が切れる以前のより

早い段階で活動保障（アクティベーション）を提

供するべきだという主張もある（LU,2011）．

44）難しいのは失業率の変動が景気変動によるものな
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のか，構造的要因による均衡失業率の変動による

ものなのか，という判断である．失業率の変動が

前者の要因によるものであれば給付条件の変動は

望ましいが，後者が要因であれば失業率を高止ま

りさせることになる．望ましい判断基準としては，

過去数年間の平均的失業率から現在の失業率がど

れだけ乖離しているかというものである．構造的

要因による均衡失業率の上昇が原因であれば，時間

とともに乖離幅が減少していくため，給付条件も自

動的に厳格化していくことになる（Finanspolitiska

r・det,2009）．

45）ただし，財政政策評価委員会の批判は，従来型の

職業訓練にも現状以上の力を注ぐべき，というも

のである（Finanspolitiskar・det,2009）．
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